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１．はじめに 
安倍政権下における「所得拡大促進税制」創設から現在に
至るまで、積極的な賃上げ等を促すための措置として給与
増加企業に対する税額控除制度が存在しています。 

令和 4 年税制改正では、岸田政権の掲げる「成⾧と分配の
好循環」実現のため、最低賃金の引き上げ等と合わせ、国民
の消費拡大を実現するための分配戦略の一環として賃上げ
等に積極的な企業に対しては控除を拡充する制度となった
一方で、賃上げ等に消極的な企業においては特定の税額控
除が適用できなくなるなど、想定外の不利を被る可能性が
あります。 

本稿においては、改正前の制度との相違点や注意点につい
て取り上げてご紹介いたします。 

２．大企業向け 
改正前はコロナ禍における新規雇用者の創出にフォーカス
を当てた制度となっていたことから、改正後は１人当たり
の実質賃金の増加に寄与する制度に改正されました。 

改正前は新規雇用者の給与支給額を基に適用可否の判定が
行われていましたが、改正後は「継続雇用者」の給与支給額
を基に適用可否の判定が行われることとなりました。 

「継続雇用者」とは、適用事業年度及び前事業年度の全月
分の給与の支給を受けた雇用者を指すことから、本制度の
目的が「雇用の創出」から「雇用者の実質賃金の増加」へ転
換していることが見て取れます。 

また、上乗せ要件として給与支給額増加要件を満たす場合
には 10％、教育訓練費増加要件を満たす場合には 5％の控
除率が上乗せされることとなり、通常規定と併せて最大
30％(改正前は最大 20％)の税額控除が可能となります。 

なお、従来教育訓練費増加要件の上乗せ規定を適用する場
合には明細書を確定申告書に添付する必要がありましたが、
改正後は明細書の保存をすればよいこととされました。 

〈インターネットにおける公表について〉 

資本金が 10 億円以上かつ常時使用する従業員の数が 1,000
人以上の場合は、給与引き上げ方針等をインターネットで
公表したことを経済産業大臣へ届出る必要があるため、注
意が必要です。 

３．特定控除不適用規定  
「賃上げ促進税制」はその名のとおり企業の積極的な賃上
げを促すための優遇措置ですが、大企業については、賃上
げ等に消極的な場合のペナルティともいえる「特定税額控

除不適用規定」があり、下記の要件を満たす法人について
はその制限対象となる税額控除の適用ができないことにな
ります。 

なお、令和４年度税制改正では次の法人について上記表イ
の要件が強化されました。 

賃上げ促進税制の適用の有無にかかわらず、研究開発税制
などの税額控除を検討している場合には、給与等支給額を
含む上記要件に注意が必要となります。 

４．中小企業向け 
中小企業全体としての雇用を確保しつつ、積極的な賃上げ
や人材投資の促進に寄与すべく、大幅な賃上げ等を行う中
小企業に対して控除を拡充する制度に改正されました。 

改正前は、上乗せ要件として給与支給額増加要件に加えて
教育訓練費増加要件若しくは経営力向上要件を満たす必要
がありました。しかし、改正後は経営力向上要件が廃止さ
れ、支給額増加要件を満たす場合には 15％、教育訓練費増
加要件を満たす場合には10％の控除率が上乗せされること
となり、通常規定と併せて最大 40％(改正前は最大 25％)の
税額控除が可能となります。 

また、大企業同様、教育訓練費増加要件の上乗せ規定の適
用にあたっては、明細書の保存をすればよいこととされま
す。 

なお、本制度の適用要件を満たさない場合においても、継
続雇用者に対する給与等が増加しているときは大企業向け
制度の適用可能性があります。従って、今一度給与等の支
給状況を確認することが肝要です。 

５．おわりに 
「賃上げ促進税制」については、大企業・中小企業共に税額
控除率が引き上げられ、要件についてもより簡素化されて
います。 

一方で大企業においては、賃上げ等に消極的な場合には研
究開発税制などの税額控除が受けられない場合があり、想
定外の不利を被る可能性がある点に注意が必要です。 

限度額

賃上げ促進税制

(R4.4.1～R6.3.31開始事業年度)
項目

通常

上

乗

せ

最大

税

額

控

除
20% 30%

青色申告書を提出する全法人

教育訓練費20％以上増加

人材確保促進税制

(～R4.3.31開始事業年度)

青色申告書を提出する全法人

新規雇用者給与等支給額2％以上増加

控除対象新規雇用者給与等支給額の15％

継続雇用者給与等支給額3％以上増加

控除対象雇用者給与等支給増加額の15％

対象

要件

10％

上乗せ

5％

上乗せ

継続雇用者給与等支給額4％以上増加

教育訓練費20％以上増加

適用事業年度の法人税額の20％ 適用事業年度の法人税額の20％

ー

5％

上乗せ

ー 通常

限度

税

額

控

除

上

乗

せ

適用事業年度の法人税額の20％ 適用事業年度の法人税額の20％

最大 25% 40%

控除対象雇用者給与等支給増加額の15%

要件

所得拡大促進税制

(～R4.3.31開始事業年度)

賃上げ促進税制

(R4.4.1～R6.3.31開始事業年度)
項目

対象

10％

上乗せ

雇用者給与等支給額2.5％以上増加

かつ、①➁のいずれかを満たす

①教育訓練費10％以上増加

②経営力向上要件

15％

上乗せ

10％

上乗せ

雇用者給与等支給額2.5％以上増加

教育訓練費10％以上増加

青色申告書を提出する中小企業者等 青色申告書を提出する中小企業者等

雇用者給与等支給額1.5％以上増加 雇用者給与等支給額1.5％以上増加

控除対象雇用者給与等支給増加額の15%

対象法人
資本金10億円以上であり、かつ、常時使用する従業員数が1,000人以上の法人

で所得金額が0以上の場合

改正点

上記要件イについて

継続雇用者給与等支給額≧継続雇用者比較給与等支給額×101％

(R4.4.1～R5.3.31開始事業年度については100.5％)

項目 内容

要件

下記のいずれにも該当しない場合

ア 当期所得≦前期所得

イ 継続雇用者給与等支給額＞継続雇用者比較給与等支給額

ウ 国内設備投資額＞当期減価償却費×30％

対象法人

・資本金1億円以上の法人

・資本金1億円超の大規模法人に発行済株式の1/2以上、若しくは複数

 の大規模法人に2/3以上を所有されている法人

制限対象

税額控除

・研究開発税制・地域未来投資促進税制・5G導入促進税制

・DX投資促進税制・カーボンニュートラル投資促進税制


